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瀧田孝吉議員。  

   〔８番瀧田孝吉議員登壇〕  

○８番（瀧田孝吉）自由民主党富山県議会議員会の瀧田孝吉です。  

 私からも、１月１日に発生しました能登半島地震によって、お亡

くなりになられた方々に謹んで哀悼の意を表するとともに、被災さ

れた方々に心よりお見舞い申し上げます。また、今なお困難な状況

にある方々には、一日も早く穏やかな日常が訪れることを願ってお

ります。  

 それでは、通告に基づきまして、県政一般について分割方式にて

質問させていただきます。  

 最初の質問は、令和６年能登半島地震の影響への対応についてで

す。  

１点目は、防災意識向上について伺います。  

 災害が少ないと言われている我が富山県ですが、今回初めて県内

で震度５強が観測されました。しかし、日本はそもそも地震大国で

す。近県での地震発生状況を 2000年以降に限って見てみますと、石

川県ではマグニチュード５以上の地震が６回発生していますし、新

潟県でも 2004年、 2007年と、ともにマグニチュード 6.8の地震が起

こっています。さらに、長野県でもマグニチュード５以上の地震が

５回発生しています。そして、日本全体では 200回以上発生してい

ます。  

 このことから、やはり、いつどこで起こるか分からない地震に対

しては、津波や火災などの二次災害も含めて日頃から備えておかな

ければならないことは明白であり、県民の皆様にとっては、これま

で経験したことのない大きな地震を目の当たりにし、被害の少なか
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った地域においても災害への備えがいかに重要であるかを再認識さ

れたのではないかと思います。  

 そこで、これを機に、県民に分かりやすく防災対策を伝える動画

を制作するなど、防災意識の向上に向けた取組を強化していくべき

ではないかと考えますが、武隈危機管理局長に所見をお伺いいたし

ます。  

 次に、今回の地震で道路や橋梁には多くの被害が発生しました。

幅広い視点で地域事情なども考慮しながら、優先順位やスピード感

を重視しつつ、復旧に向けて種々の作業を進めていかなければなり

ません。また、それとは別に、地震発生前から計画されていた工事

もあります。  

 昨今のエネルギー高に加えて、資機材の高騰や各分野での人材不

足など、公共工事をめぐっては複雑な事情があります。そこへ今回

の地震からの復旧・復興の取組が重なり、当初の計画どおり進むの

かという懸念が生まれています。  

 そこで、地震発生以前からの土木工事の計画に影響は及ばないの

か、市井土木部長にお伺いいたします。  

 今回の地震では、広範囲に様々な影響が発生し、多岐にわたって

丁寧な対応が求められています。また、県民の安全な暮らしの確保

をしなければなりません。そんな中で、富山新港東埋立地の産業廃

棄物管理型最終処分場についてお尋ねいたします。  

 通称Ｃポンドと言われるこの地には、ダイオキシン類を含む土砂

などが約 19万立米積まれています。遮水シートと覆土による管理型

処分場として、環境監視や余水処理施設の維持管理が行われていま

すが、もし大きな津波が発生した場合には、甚大な被害が発生する
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ことは容易に想像できます。  

 今回、津波に襲われなかったことに胸をなで下ろしているところ

ではありますが、一部地域においては、地震による地盤への影響で

汚染土等の状態が気になると仄聞します。  

 そこで質問いたしますが、今回の地震により処分場の土壌に影響

はなかったのか。また、これまでダイオキシン類等の環境調査が年

２回行われてはいますが、定例的な調査を待たずに速やかに調査を

実施すべきではないかと考えますが、市井土木部長に所見をお伺い

いたします。  

 １つ目の項目最後の質問です。  

 今回の地震では、津波警報が発令されたことで、特に沿岸部の

方々が高台や南方へ避難されました。避難先として、各地域にそれ

ぞれ設置されている避難所の中から、地元の学校を選択された方々

も大勢いらっしゃいます。  

 他地域での避難所の映像などから、避難には体育館のような広い

スペースが有効だというイメージが強いことや、地元であれば動線

も分かりやすいことから、学校に向かわれたのだろうと思います。

実際には、寒いこともあり、体育館以外にも各教室において数家族

単位で過ごすというケースも多くありました。  

 今回、改めて学校施設の避難所としての側面が見直されている中

で、国では、学校施設への再生エネルギー推進、コージェネレーシ

ョンシステム等の設置を後押しする施策を展開しています。例えば

文部科学省では、太陽光発電設備等の整備費を交付金の対象とする

など、財政的な支援により再生可能エネルギーの導入を促進してい

ます。  
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 今後、学校のカーボンニュートラル化推進や避難所としての機能

強化の観点からも、県立学校において太陽光発電等の再生可能エネ

ルギー設備の導入を加速化していくべきではないかと考えますが、

荻布教育長の所見をお伺いいたします。  

○議長（山本  徹）武隈危機管理局長。  

   〔武隈俊彦危機管理局長登壇〕  

○危機管理局長（武隈俊彦）私からは、防災対策を伝える動画制作に

ついての御質問にお答えいたします。  

 県では、これまでも県民の防災意識の向上に向けて、いざという

ときに適切に避難できるよう、避難行動を時系列でまとめたマイタ

イムラインの普及に努めております。また、自主防災組織が実施す

る避難訓練への支援や、地域防災リーダー向け研修会の開催、防災

啓発教材の貸出しなどに取り組んでおります。  

 今回の地震を市町村と振り返る会議では、車で避難し多くの渋滞

が発生したとか、日頃から防災訓練を実施しているが実際の避難行

動に生かされなかった、防災意識の啓発がさらに必要などの意見が

あり、今後改善すべき課題と認識しております。  

 県では、新年度、外部有識者等を入れました検証会議を開催し、

今回の地震での住民の避難行動や県の初動対応・応急対策等につい

て検証し、この検証結果を、地域防災計画はじめ各種計画・マニュ

アルの見直しや避難訓練の実施に反映することとしております。  

 今回の地震を経験しまして、県民の皆さんの防災への意識、関心

は大いに高まっており、こうした機運の下で、議員から御提案のあ

りました、県民に分かりやすく防災対策を伝える動画を制作し啓発

に活用することは、とても有意義な取組と考えております。  
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 県としては、検証作業を進める中で、防災対策を伝える動画制作

を今後の対策に盛り込むことを検討するなど、県民の防災意識の向

上に向けた取組の強化に努めてまいります。  

 以上でございます。  

○議長（山本  徹）市井土木部長。  

   〔市井昌彦土木部長登壇〕  

○土木部長（市井昌彦）私にいただきました２問のうち、まず橋梁の

架け替え等の通常工事への影響の御質問にお答えします。  

 県では、能登半島地震への対応を含め令和の公共インフラ・ニュ

ーディール政策を推進するため、新年度当初予算案に５年度の 11月

以降の各補正予算を加えた 16か月予算で、公共事業については前年

度比 13.3％増となる約 950億円、また、主要県単独事業につきまし

ては前年度比 3.1％増となる約 210億円を計上しております。  

 今後、地震からの復興に向けた工事が本格化すれば、人手不足や

資材不足が懸念されるが、本県の社会資本整備は着実に進める必要

がございます。  

 このため、現在も建設資材の需給状況を注視しながら、関係団体

とこれまで以上に連携を密にして、地域ごとの受注環境を把握し、

工事の規模や施工時期、工期を設定するなど、きめ細やかな発注管

理に努めておるところでございます。  

 これにより、地震で被災した公共土木施設等の速やかな復旧を図

るとともに、河川改修や土砂災害対策、橋梁などインフラの老朽化

対策、骨格となる幹線道路や通学路の歩道の整備、港湾の機能強化

など、橋梁の架け替えも含め、県民の安全・安心な暮らしを支える

社会資本の整備を計画的に進めてまいります。  
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 議員御指摘の国道 415号の新庄川橋につきましては、現在、設計

を進めておるところでございまして、懸念される人手や資材不足が

架け替え設計後に着手する工事計画への影響の有無につきましては、

現時点では、まだお答えできる段階にない状況でございます。御理

解をいただければと思っております。この設計につきましては、引

き続き着実に進めてまいります。  

 続きまして、富山新港管理型処分場についての御質問にお答えし

ます。  

 富山新港の東埋立地に搬入した富岩運河からのしゅんせつ土につ

きましては、平成 13年に土砂の一部に土壌の環境基準を超えるダイ

オキシン類の含有が確認されたことから、県では、平成 15年度に、

遮水シート及び覆土によりこの土壌を覆い飛散防止等の対策工事を

実施した上で、現在、産業廃棄物管理型最終処分場として管理をし

ております。  

 また、処分場周辺の環境監視として、平成 14年度から毎年５月と

11月の年２回、地下水質等の調査を実施しており、その都度、射水

市や地元自治会に結果を報告しております。  

 このたびの能登半島地震の発生を受け、この処分場につきまして

陥没やひび割れ等がないか外観を点検したところ、変状は見られま

せんでした。この結果につきましても地元自治会に報告したところ、

地震により土壌が変状し地下水に影響がなかったか心配していると

の御意見をいただいたところでございます。  

 これを受け、議員御提案のとおり、県では、５月の定例調査前の

この３月中に地下水調査を実施することとしております。  

 県としましては、地域住民の安全・安心が確保されるよう、今後
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とも適切な処分場の管理に努めてまいります。  

 以上です。  

○議長（山本  徹）荻布教育長。  

   〔荻布佳子教育長登壇〕  

○教育長（荻布佳子）私からは、県立学校での太陽光発電などの導入

についての御質問にお答えいたします。  

 災害時に避難所となる県立学校においては、今後、非構造部材の

耐震化対策など防災機能の強化を図るとともに、災害時に停電が発

生した場合の電源確保も重要な課題でありまして、議員御提案の太

陽光発電などの再生可能エネルギー設備の導入も、その有効な手段

と考えております。  

 また、ＣＯ ２ 排出量削減などに向けて、昨年３月に策定した富山

県カーボンニュートラル戦略では、太陽光発電設備の導入も取組の

一つとして挙げられており、設置可能な県有施設の 50％以上への設

置ということが目標とされております。  

 県教育委員会では、その所管施設のうち設備の設置可能な箇所は、

築 40年を超える建物や、屋根の形状などの面で設備の設置になじま

ない建物を除いた 54施設というふうに考えておりまして、その 50％

の 27施設を設置目標としております。そのうち既に設置済みの県立

学校が 10校ありますことから、今後新たに 17校への設置を目標年度

の 2030年度までに目指したいというふうに考えております。  

 このため、令和６年度の当初予算案においては、まず建物の耐荷

重を確認するための構造検討費及び工事に係る実施設計費を計上し

たところでございます。今後とも国庫補助制度や地方債など有利な

財源を活用し、所管施設への太陽光発電設備の導入を推進してまい
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りたいと、このように考えております。  

 私からは以上です。  

○議長（山本  徹）瀧田孝吉議員。  

   〔８番瀧田孝吉議員登壇〕  

○８番（瀧田孝吉）次は、富山県のさらなる発展に向けてというテー

マで４点質問いたします。  

 富山県発展の可能性の鍵を握るものの一つに伏木富山港がありま

す。その理由として、物流の 2024年問題等にも起因し海路物流に期

待が寄せられていることや、新湊、伏木、富山の３地区それぞれの

特徴を生かしたクラス別クルーズ客船誘致による観光振興などが挙

げられます。  

 これからも港湾機能の強化によって、環日本海・アジアの交流拠

点として、さらなる発展を目指していかなければなりません。また、

そのことが県内経済の活性化にもつながります。  

 そのためにも、コンテナ取扱量の面で金沢港や敦賀港に引けを取

ることなく、国際拠点港湾としての存在感を示すために抜本的な機

能強化に取り組むべきだと考えます。  

 地震によって、国際物流ターミナル内のガントリークレーンが脱

輪するなど大きな被害を受けました。地震被害からの復旧はもとよ

り、将来を見据えながら、さらなる機能強化を進めていく必要があ

ると考えますが、協議会を設置して進めておられるカーボンニュー

トラルポートの形成に向けた取組の進捗状況と併せて、新田知事に

所見をお伺いいたします。  

 現在、地震の影響で販売が延期されている黒部宇奈月キャニオン

ルートを含む旅行商品については、新たな観光の目玉と言えるもの
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であり、県民はじめ多くの方が心待ちにされています。  

 そんな中、富山県の観光にとって忘れてはならないのが呉西地域

におけるエリア観光です。  

 そこで今回私が取り上げさせていただくのは、能登半島国定公園

です。国立公園に準じる景勝地として自然公園法に基づいて環境大

臣が指定するのが国定公園で、日本に 58か所あります。ちなみに、

国立公園は 34か所です。  

 さて、能登半島国定公園は、富山県と石川県をまたぐ海岸を主体

に指定されており、日本海側の外浦と富山湾側の内浦で、見どころ

盛りだくさんの 9,672ヘクタールが指定面積です。  

豊かな自然環境から生まれる四季折々のすばらしい景観だけでな

く、近年はトレイルランやマリンスポーツなど様々な体験型イベン

トが開催され、それに伴い、豊富な海の幸に代表されるおいしい食

や趣のある宿といった新しい魅力による可能性に満ちた地域です。  

 これに関連して県では、新年度予算案の中に新規事業として、能

登半島国定公園の雨晴キャンプ場におけるサウンディング調査を実

施し、民間活力導入に係る可能性を調査する費用を盛り込んでおら

れます。  

 こうした動きも踏まえつつ、氷見が能登半島の一部ということも

そうですが、富山と石川の深いつながりがクローズアップされてい

る今、今後の復興も見据えて、石川県を含め関係自治体並びに関係

機関と連携し、能登半島国定公園を活用した滞在型エリア観光を推

進していくべきだと考えますが、竹内地方創生局長の所見をお伺い

いたします。  

 昨年４月に改正道路交通法が施行され、乗る人の年齢や性別にか
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かわらず、自転車乗用時にはヘルメット着用が努力義務化されまし

た。この背景には、自転車事故で死亡した人の約６割が頭部に致命

傷を負っていることから、とにかく頭部を守ることが大切であるこ

と、また、ヘルメット着用状況による致死率において、着用してい

ない場合は着用している場合と比較すると約 2.1倍も高くなってい

ることなどが挙げられます。  

 施行から間もなく１年が経過しますが、「髪形やファッションが

崩れる」や「着用しにくい雰囲気がある」などの理由から、自転車

に乗るときのヘルメット着用に拒否感や違和感、不自由さを感じる

人は少なくありません。特に高校生の着用が低いのではないかと感

じています。  

 そこで、県民の皆さんに着用に対する理解を深めてもらうために、

例えばヘルメット着用推進月間を設けるなど啓発活動を強化してい

く必要があると考えますが、着用率の向上に向けて今後どのように

取り組んでいくのか、高校生のヘルメットの着用状況並びに自転車

事故の発生状況と併せて石井警察本部長にお伺いいたします。  

 昨今は、環境に優しく健康増進にもつながるなどの理由で、自転

車の活用に注目が集まっています。それに伴うサイクルツーリズム

の盛り上がりとともに、県内でもサイクリングコースが整備され、

サイクリングイベントも開催されています。  

 そんな中で、ふだん乗りにこそ安全で快適な環境が必要です。県

では 2019年に富山県自転車活用推進条例を公布するとともに、富山

県自転車活用推進計画を策定して、安全性確保を含め総合的に自転

車の活用を推進されています。  

 自転車利用者のヘルメット装着については、計画の中には記され
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てはいるものの、条例には明記されていません。自転車の安全で適

正な活用を推進するという意味においては、条例にも明記し県民へ

の周知徹底を図るべきと考えますが、竹内地方創生局長の所見をお

伺いいたします。  

○議長（山本  徹）新田知事。  

   〔新田八朗知事登壇〕  

○知事（新田八朗）瀧田孝吉議員の質問にお答えします。  

 伏木富山港についての質問にお答えします。  

 このたびの地震により、伏木富山港も大きく被災をしています。

でも、直轄代行事業や荷役施設への補助事業の導入など国の支援も

いただきながら港湾機能の早期復旧を図っております。今後、本県

が災害からの復興を果たすためには、おっしゃるように物流の拠点

となる伏木富山港の復旧・復興とともに機能強化が不可欠と考えて

おります。  

この港のコンテナ取扱量ですが、コロナ禍の令和２年に一旦落ち

込みましたけども、昨年は５年前の平成 30年を上回る７万 5,000Ｔ

ＥＵとなりました。決して敦賀、金沢に引けを取ってはおりません。  

 こうした貨物の受入れのために、富山新港国際物流ターミナルに

おける岸壁の延伸や埠頭用地の拡張、荷役機械の更新などを進めて

きましたし、国においても中央埠頭で大型船舶に対応した岸壁の大

水深化が進められるなど、取扱貨物の動向や社会情勢の変化に応じ

て機能の強化に努めてきました。  

 また、カーボンニュートラルポートの形成ですが、県では、官民

が連携する協議会を設置して検討を進めています。今月末に開催予

定の協議会では、周辺企業のエネルギー転換や荷役機械の脱炭素化



 －１２－ 

などの取組を定める港湾脱炭素化推進計画の最終案を説明し、国な

どの関係者との調整を経て、新年度早々にも公表したいと考えてい

ます。  

 新年度の予算では、次世代エネルギーである水素などの受入れを

想定した調査も見込んでおりまして、引き続き、脱炭素化など時代

の要請に応じた港湾機能の強化を図り、伏木富山港が環日本海・ア

ジアの交流拠点としてさらに発展するように取り組んでまいります。  

 ２問目、私からは以上です。  

○議長（山本  徹）竹内地方創生局長。  

   〔竹内延和地方創生局長登壇〕  

○地方創生局長（竹内延和）私からは２問お答えをいたします。  

 先に、能登半島国定公園を中心とした観光についての御質問にお

答えをいたします。  

 御質問にもございましたけれども、能登半島国定公園は、日本海

側最大の半島であります能登半島の変化に富んだ長い海岸線を主体

として、石川県と富山県にまたがっております。優れた海岸景観や

温泉等があり、氷見温泉郷や雨晴海岸など本県を代表する観光地も

含まれた魅力的なエリアでございます。  

 このため、御紹介もありましたが、トレイルランやマリンスポー

ツなど体験型のイベントが盛んに開催されておりまして、例えばで

ございますけれども、サイクリング大会「ツール・ド・のと 400」、

こういったものも開催されておりまして、こちらの大会は、氷見市

を含め能登半島の海岸線を３日間で１周するなど、このエリアの美

しい自然景観や起伏に富んだ地形を生かしたイベントとなっており

ます。  
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 本県といたしましても、能登半島国定公園を含むエリアは、広域

周遊観光を促進する上で重要なエリアというふうに認識しておりま

す。これまでも、新高岡駅を能登半島の玄関口と位置づけまして、

新高岡駅と和倉温泉をつなぐ、わくライナーの運行支援など二次交

通の充実のほか、地元の観光コンテンツ造成等にも支援してきたと

ころでございます。  

 また、今年度は能登半島地震の影響で催行中止となってしまいま

したけれども、ＪＲと連携し県内新幹線駅を拠点とし、氷見市など

を通る東側ルートと石川県を通る西側ルートを利用し、能登半島を

周遊する新たな旅行商品の造成、販売にも取り組んだところでござ

います。  

 地震の影響により能登地域の周遊観光が現在困難となっておりま

すけれども、これは本県にとっても影響は大きいというふうに認識

しております。能登地域の復旧状況を注視し、観光客の受入れが可

能となれば、能登半島国定公園を含むエリアでの滞在周遊観光をこ

れまで以上に促進できるように、石川県やＪＲ、地域交通・観光事

業者等と連携して準備を進めてまいります。  

 次に、自転車の安全対策に係る御質問にお答えをいたします。  

 本県では、自転車の活用を総合的、計画的に推進するため、平成

31年の３月に富山県自転車活用推進条例を制定しております。この

条例では、基本理念に加え、自転車を活用した観光地域づくりや自

転車交通安全教育などの基本的な施策を定めております。  

 さらに、この条例に基づく富山県自転車活用推進計画におきまし

ては、「自転車にやさしい都市環境の形成」、「自転車を活かした健

康づくりの推進」、「サイクルツーリズムの推進」、「安全で安心な自
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転車社会の実現」の４つの目標を掲げ、様々な事業を実施しており

ます。  

 このうち、安全で安心な自転車社会の実現のため、県におきまし

ては、各季の交通安全運動による啓発、交通安全アドバイザーによ

る自転車安全利用の普及啓発、また、自転車の交通違反に対する指

導警告の実施等に取り組んでおります。  

 さらに、自転車利用者のヘルメット着用が、改正道路交通法によ

り昨年４月から全年齢で努力義務化されておりまして、県警察にお

いても、幅広い年代に対する啓発に加え、特に高校生の着用率向上

に向けて、県内初のヘルメット着用促進モデル校として入善高校を

指定するなど、様々な取組を行っているというふうに承知しており

ます。引き続き、交通ルールの遵守とヘルメット着用の必要性を周

知するための啓発活動に努めてまいりたいというふうに考えており

ます。  

 なお、ヘルメットの着用を含む安全対策の県条例への規定につき

ましては、これは御質問にもございましたけれども、着用自体は既

に法律により全ての利用者に対して努力義務とされたところでござ

います。ですが、関連するどのような対策の規定がさらなる安全性

の確保に効果的かなど、全国の状況も調査し研究をしてまいりたい

というふうに考えます。  

 以上でございます。  

○議長（山本  徹）石井警察本部長。  

   〔石井敬千警察本部長登壇〕  

○警察本部長（石井敬千）私からは、自転車用ヘルメットの着用率向

上についての御質問にお答えいたします。  
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 昨年の県内の自転車事故は 271件発生し、前年と比べて 46件増加

しており、そのうち高校生の自転車事故は 63件発生しておりまして、

前年と比べて 20件増加しております。  

 また、過去５年間の自転車乗用中に亡くなられた 27人の方のうち

半数以上が頭部に致命傷を負い、約９割がヘルメットを着用してお

りませんでした。  

 ヘルメットの着用率につきましては、ヘルメットの着用が努力義

務化となった昨年４月から 12月までにおける自転車事故の当事者

212人、この着用率は 13.7％にとどまっておりまして、特に高校生

はゼロ％、 54人中ゼロ人と、議員御指摘のとおり、特に高校生の着

用率が低調な状況となっております。  

 県警察といたしましては、こうした実態を踏まえ、高校生の着用

率向上が重要なポイントと考え、高校生と連携した広報啓発活動を

進めております。  

 地方創生局長から答弁のあった入善高校のモデル校指定のほか、

昨年 11月には富山中部高校の高校生ＤＪポリスによる街頭での着用

啓発活動を実施するとともに、 12月には高岡商業高校において県内

初の高校生自転車フォーラムを開催するなど、高校生が自主的にヘ

ルメット着用について考える機会を設けました。  

 このフォーラムでは、ヘルメットの着用率向上を図るため、校則

での義務化やヘルメット購入の補助制度導入が効果的との意見が多

く寄せられております。  

 県警察としましては、４月６日から始まる春の全国交通安全運動

で、自転車利用時のヘルメット着用を３本柱の一つとして、県教育

委員会をはじめ関係機関・団体と連携し、自転車指導啓発重点地
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区・路線においてヘルメット着用を呼びかける街頭での啓発活動や、

新入学生に対する交通安全教育を推進するとともに、５月の全国一

斉の自転車月間でもヘルメットの着用促進を重点に置いて啓発活動

に努めてまいります。  

 以上でございます。  

○議長（山本  徹）瀧田孝吉議員。  

   〔８番瀧田孝吉議員登壇〕  

○８番（瀧田孝吉）それでは、最後の質問項目に入ります。  

 定例会初日の提案理由説明の中で、新田知事から絵本を活用した

ウェルビーイングの普及啓発等を行うとの発言がありました。これ

は、知事就任以来一貫して掲げておられる「幸せ人口 1000万～ウェ

ルビーイング先進地域、富山～」の実現に向け、ギアを一段上げる

狙いがあるのではないかと拝察いたします。  

 昨年 10月に、ウェルビーイングのさらなる普及促進につなげるこ

とを目的に立ち上げたウェルビーイング絵本プロジェクトでは、富

山県出身俳優で絵本作家でもある室井滋さんと共同で制作が進めら

れているとのことであり、大人でもなかなか理解が難しいウェルビ

ーイングという言葉が、絵本によって子供たちにも分かりやすく表

現されることが期待されます。  

 そこで、ウェルビーイングをテーマに制作される児童向け絵本に

ついて、ウェルビーイングの推進に今後どのように活用していくの

か新田知事にお伺いいたします。  

 さて、室井滋さんは、昨年４月から高志の国文学館の館長を務め

ておられます。文学館では、室井館長の就任も契機に、絵本の魅力

紹介にも積極的に取り組んでいます。  
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 2022年には、高志の国文学館開館 10周年記念企画展、絵本作家荒

井良二氏の企画展を実施され、来館者の幅を広げるとともに文学館

としての魅力をさらに磨き、県内外からの来訪者に受け入れられて

いることは、富山県の文化面の新たな広がりにつながっています。  

 少し話はそれますが、文学館では県ゆかりの漫画家コーナーも設

置されて、地域活性化、観光誘客にもつなげています。そのことを

踏まえれば、先輩議員が熱心に、執拗に提唱されているとやまＪＡ

ＭＰ構想に絵本を加えれば、さらに魅力的で夢のあるストーリーへ

とブラッシュアップされるのではないかと思っていますが、いつか

本人に提案してみたいと思います。  

 話を戻します。  

絵本といえば、射水市には大島絵本館があります。国内外の絵本

を約１万冊所蔵し 、「感じる・つくる・伝える」をテ ーマとし、

様々な絵本に触れることはもちろん、目で見て、手で触れて、体い

っぱいで遊ぶことができる、絵本を核とした人気スポットです。  

 さらには、昨年、高志の国文学館において原画展が開催された絵

本作家の降矢ななさんをはじめ、多くの絵本作家とのコラボレーシ

ョンにも精力的に取り組んでいますし、絵本サミットの開催や手作

り絵本コンクールには、外国人を含め様々な地域から応募があるな

ど、全国レベルの知名度を誇ります。  

 そんな大島絵本館が、今年、開館 30周年を迎えます。夏頃には記

念事業を予定されていますが、この機会を捉えて文学館と絵本館の

連携イベントを開催してはどうかと考えます。今後、文学館と絵本

館の連携によって絵本を通じた文化振興をより一層推進してはと考

えますが、廣島生活環境文化部長に所見をお伺いいたします。  
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 次の質問です。  

 警察庁の自殺統計の暫定値から厚生労働省がまとめて今年１月に

公 表 し た 速 報 値 に よ り ま す と 、 昨 年 の 全 国 で の 自 殺 者 数 が ２ 万

1,818人となったことが分かりました。  

 一昨年の確定値と比べて 63人減ってはいますが、依然として２万

人台が続いており、高止まりの状態です。特に最近は若者の自殺が

問題視されており、 15歳から 39歳までの死因の１位は自殺です。自

殺は様々な要因が連鎖する中で起きるとされていますが、その動機

や原因として最も大きい割合を占めるのは健康問題であり、そのほ

か家庭問題、経済・生活問題、人間関係などがあります。  

 国では、自殺対策基本法を 2006年に制定し、翌 2007年には政府が

推進すべき自殺対策の指針として定める自殺総合対策大綱を策定し、

時代の状況に鑑み基本法の改正や大綱の見直しを行うとともに、自

殺対策白書を毎年国会に提出しています。  

 国、地方自治体、関係機関が一体となった取組で、一時は３万人

を超えていた自殺者数も減少を続けました。しかし、先ほど申し述

べたように、自ら命を絶つに至るまでには複雑で様々な理由があり、

自死抑制のための対策には明確な答えがなく、今後も重層的に粘り

強く取り組んでいかなければなりません。  

 県では、富山県自殺対策推進センターを 2018年に設置し、関係機

関と連携を図りながら真摯に丁寧な対策を講じると同時に、ホット

スポットと言われる場所に対しては、多方面から対応を続けておら

れますが、人口 10万人に対する自殺者数、いわゆる自殺死亡率にお

いて全国平均を上回っています。  

 そこで、県内における近年の自殺者の傾向をどのように捉えてお
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られるのか、また、女性の自殺が増加傾向にある中でその原因をど

のように分析されているのか、今後の対策と併せて有賀厚生部長に

お伺いいたします。  

 最後の質問です。  

 未来を担う若者には、様々な学びの環境を整えることはとても重

要です。海外の専門機関で学ぶことになれば、学生にとっては、興

味のあるテーマについてより視野を広げ、異なる教育研究環境で最

先端の学びを得ることで可能性が広がりますし、ふだんと異なる研

究者との交流を通じて新たな研究テーマの発見につながることや、

国際共同研究に挑戦することもできます。  

 高等教育機関にとっては、海外で最新の技術、環境の中で専門的

に学習・研究する体制を整えることは、今後の人口減少社会の中で、

学校の価値向上や存続のためにも大切な視点です。  

 全国の大学では、学生獲得も視野に入れ、世界に目を向け積極的

に国際化を進めています。東京都立大学では、来年度、理学部生命

科学科において、留学生や帰国子女、インターナショナルスクール

出身者を対象に、秋入学の学生を若干名募集しています。今後もそ

ういう流れは一部で加速するかもしれません。  

 そんな中、新年度において県立大学では、アメリカにおける研究

拠点を新たに設置し国際的な共同研究を推進するとのことでありま

すが、これを機に海外からの学生の受入れを拡充するなど、さらな

る国際化を進めてはどうかと考えますが、南里経営管理部長の所見

をお伺いいたします。  

 以上で私の質問を終わります。  

御清聴ありがとうございました。  
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○議長（山本  徹）新田知事。  

   〔新田八朗知事登壇〕  

○知事（新田八朗）３問目にお答えします。  

 ウェルビーイングの絵本についての質問をいただきました。  

 子供のウェルビーイング向上、そして子供を起点に、家族あるい

は友達とのつながりからウェルビーイングの共感の輪を広めていく、

そして高め合える環境をつくるために、新年度、絵本を活用したい

と考えております。  

 女優であり絵本作家でもあり、高志の国文学館館長でもある室井

滋さんに、こうした本県の思いや取組に御賛同いただきました。そ

して、御自身の作品として、ウェルビーイングに関連した絵本をお

作りいただけるということになりました。  

 本県のウェルビーイングへの思いも籠もった絵本が、著名な絵本

作家である室井さんの作品として世の中に出るということで、県内

外の多くの皆様に御愛読いただけると楽しみに期待しています。現

在、御多忙の中にもかかわらず鋭意制作を進めていただいていると

聞いています。楽しみに待っているところです。  

 この絵本は、子供たちに広く読んでもらえるように県内の学校や

図書館にも配布し、絵本を活用した普及啓発を展開していきたいと

考えます。  

 例えば、昨年ですが、つながりや共感の輪を広げるために県内外

から広く募集した日常のウェルビーイング・エピソードがあります

が、これは今回の絵本の趣旨にも通じるものがありますので、機運

を高めるためにも、制作の進捗を見ながら、このエピソード集も紹

介をしていきたいと考えます。  
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 また、新年度には高志の国文学館では、ウェルビーイングをテー

マとした絵手紙の作品募集事業を行うことになっています。こうし

た事業とも連動していければと思います。  

 絵本をきっかけにして、より多くの皆さんにウェルビーイングを

自分ごととして感じ、共感の輪を広めていきたいと考えます。これ

までもトップギアで走ってきましたが、さらなる発信に努めていき

たいと考えます。  

 ３問目、私からは以上です。  

○議長（山本  徹）廣島生活環境文化部長。  

   〔廣島伸一生活環境文化部長登壇〕  

○生活環境文化部長（廣島伸一）高志の国文学館と射水市大島絵本館

との連携に関してお答えいたします。  

 絵本の魅力には、親子の絆を深めること、また、今知事からの答

弁にもありましたが、子供の豊かな人間性を涵養しウェルビーイン

グの向上も期待できるといったようなことを考えております。  

 このため、高志の国文学館では、子供も一緒に絵本を楽しめる親

子スペースを館内に設けますほか、毎月１回、絵本読み聞かせ会を

開催しております。また、議員御言及のとおり、自ら多くの絵本を

作成されるなど、絵本への造詣の深い室井館長に昨年４月に就任い

ただいてからは、降矢なな原画展や翁久允展などでも絵本の魅力を

紹介し、親子連れなど多くの方に観覧いただいております。  

 射水市大島絵本館との連携につきましては、これまで企画展に併

せて絵本作家をお招きして、トークイベントを文学館と大島絵本館

それぞれで実施しましたほか、昨年８月、文学館で開催しました絵

本フォーラムにおきましては、大島絵本館の副館長さんにパネリス
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トとして参加いただいております。このほか、大島絵本館の広報誌

に室井館長がエッセイを寄稿されるなど、相互の連携を深めており

ます。  

 さらに、新年度におきましては、絵本作家、長谷川義史氏の原画

などを展示する絵本がテーマの企画展に併せまして、開館 30周年を

迎えられる大島絵本館と連携した取組、これについて現在協議を進

めているところでございます。  

 今後とも、大島絵本館と共に、子供から大人まで県民の皆さんが

一層絵本に親しめることができる機会の創出、こうしたことを通し

まして文化振興にもつなげてまいりたいと考えております。  

 以上でございます。  

○議長（山本  徹）有賀厚生部長。  

   〔有賀玲子厚生部長登壇〕  

○厚生部長（有賀玲子）私からは、自殺の状況と対策についてお答え

いたします。  

 本県の自殺者数は、平成 15年をピークにおおむね減少傾向にあり

ましたが、令和２年に増加に転じ、その後横ばいとなっております。

令和４年の人口動態統計による自殺者数は、男性が 124人、女性 74

人の計 198人であり、男性はおおむね横ばい、女性は４年連続で増

加しております。  

 人口当たりの自殺死亡率を全国と比較した場合、本県は 20代の男

性と 50代以上の男性が高くなっております。女性は、各年代とも全

国とほぼ同じか、それより低いという傾向だったのが、ここ数年は

50代や 70代などが全国より高い傾向にございます。  

 自殺の原因や動機について、県内に限ったデータはないのですけ
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れども、全国の状況としては、御指摘もありましたとおり、男女と

もに健康問題が最も多い。次いで、女性の場合は家族問題が多くを

占めております。  

 ただ、原因を特定できない事例も増加しているため、幅広い内容

の相談を拾い上げ、きめ細かく対応できる体制づくりが必要である

というふうに考えております。  

 県では、こころの電話の 24時間対応や検索連動広告による窓口の

周知、職域等でのゲートキーパー養成研修に加え、市町村や民間団

体が行う自殺対策への支援等を通じて、相談しやすい体制の整備に

努めてまいりました。さらに、ワークショップやカウンセラー等に

よる専門相談を行う女子サロンの開催や、ＤＶ等に関する相談窓口

の一覧カードの作成と、関係機関の窓口や大型商業施設等への配布

も行っております。  

 今後も関係団体と連携しながら、こうした対策を継続してまいり

ます。  

 私からは以上です。  

○議長（山本  徹）南里経営管理部長。  

   〔南里明日香経営管理部長登壇〕  

○経営管理部長（南里明日香）私からは、県立大学の国際化について

お答えいたします。  

 県立大学では、国際競争力を高めることで、優れた研究教育成果

を地域社会へ還元するよう努めてきており、県立大学の国際化は重

要な視点だと考えております。  

 これまで、海外 10の大学と学生交流協定を締結するとともに、 19

の海外の大学等との間で学術交流協定を締結しており、開学以来、
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延べ 544名の留学生を受け入れてまいりました。こうした海外から

の留学生が安心して研究できるよう、大学では独自に留学生奨学金

や住居費の補助制度を設け、留学生への支援に努めております。  

 また、今年度から、ＥＵが留学中の滞在費や渡航費用の一部を助

成する交換留学プログラムに参加しておりまして、令和６年 10月か

らギリシャ共和国クレタ工科大学との間で、環境・社会基盤工学科

の学生や大学院生の交換留学を行う予定です。  

 さらに、新年度には新たに、議員御紹介の県大生のアメリカでの

活動拠点としてのシリコンバレーオフィスの設置や、教員、学生の

現地派遣によるアメリカの大学や研究機関との国際共同研究の実施、

起業に関心を持つ学生を対象にしたシリコンバレー・アントレプレ

ナー海外研修を行いまして、海外大学との共同研究の一層の推進と

学生のグローバルマインド養成に取り組むこととしております。  

 県立大学は、こうした取組を機に、海外からの学生の受入れの推

進を図りつつ、教育、研究のグローバル化を推進することとしてい

ます。県としても、県立大学の国際競争力強化への取組に支援して

まいります。  

○議長（山本  徹）以上で瀧田孝吉議員の質問は終了しました。  

 暫時休憩いたします。  

 午前 11時 52分休憩  

 

 


